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研究成果の概要（和文）：本研究では、観光客の動向を示すデータとして宿泊施設のWeb予約データやWi-Fiアク
セスポイントのログデータに着目し、実態を推定する手法を確立し、政策や意思決定のための情報提供基盤を構
築することを目的とした。収集しているデータの信頼性が不明であるという問題点を解決するため、国や自治体
の統計データおよびホテル事業者からの提供データを利用し、推定手法を確立した。これにより、得られたデー
タを利用して、宿泊施設の稼働状況の推定を日々更新でき、観光客の動態・滞在傾向を可視化するための基盤を
構築し、長崎県が提供する官民協働クラウド上で一般公開し、運用を開始することができた。

研究成果の概要（英文）：In this research, we focused on the hotel reservation data and log of Wi-Fi 
access point as the trend of tourists to establish the way to estimate it. And we developed the 
infrastructure for policy making for tourism. The collecting data is not reliable for estimation of 
tourists' trend. So, we tried to prove the reliability of such data using the statistic data from 
government and the data from hotel. The estimation method was developed. Thus, we can update the 
trend of hotels and tourists everyday and visualize such data on our developed the information 
infrastructure. This infrastructure is published on Nagasaki cloud by Nagasaki Pref.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、観光政策の立案および意思決定に求められる科学的根拠を有するデータを短期間で提供する社会基盤
を構築し、社会実装することを目的としている。本研究の成果は、IoTやWeb上のデータを利活用することで、従
来のアンケート調査結果と同程度の質を保ったまま、調査にかかる時間を大幅に短縮して根拠となるデータを加
工・提供することを可能にした点であると考える。この成果は長崎県が運営するクラウド上で一般公開されてお
り、観光データの利活用を促進し、より実態に即した観光政策・意思決定に寄与し、観光産業を活性化させるも
のである。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
観光は日本にとって主要産業の一つとなっている。また、2020 年東京オリンピック開催に向

けて、海外からの観光客の増加も見込めることから観光への取り組みはさらに活発になってい
る。そうした中で、地方創生が喫緊の課題となっており、国内外の観光客を地方へ呼び込み、
滞在することへ繋げる取り組みが行われている。しかし、現状では、自治体ごとに独自に観光
客の呼び込みのための施策を実施しており、他の自治体との横断的な連携が行われていないと
いう課題が存在する。また、自治体独自に行っている統計調査も紙媒体を中心に行われている
ため、これらを効率的に管理・利用するためのフレームワークができておらず、地域間連携を
妨げる要因の一つとなっている。 
円滑な情報利活用と地域間連携を推進するためには、まず観光に対する需要を実時間で自治

体ごとに把握することが必要不可欠となる。近年、インターネットの普及、高速化や携帯端末
の高性能化、Wi-Fi 整備により、インターネットを通じて容易に宿泊予約ができ、観光地の検
索や、現地での感想や写真のアップロードができるようになった。そのため、従来のように、
電話や対面で行っていた予約行動が行われず、どの要因で宿泊施設利用者が施設を選んでいる
のかを把握することが困難となった。画一的であった観光行動が多様化し、団体旅行から個人
旅行への移行が顕著となっており、個人の需要を知り効率的に対応することが必要不可欠とな
っている。これらの需要を把握する手法として、Web データが注目を集めているが、データの
信頼性が不明なため、Web データによる観光統計は行われていない。ヨーロッパでは、アンケ
ート調査やインタビュー調査が主であり、日本でも、アンケート調査が主流となっているため、
時間とコストがかかり、実時間での政策・意思決定を実現するための社会基盤がないという問
題がある。自治体ごとに得られる知見を蓄積し、情報と知見を共有するための社会基盤が必要
とされる。 

 
２．研究の目的 
本研究では、Web 上のデータ（動的データ）と観光統計データ（静的データ）を取り入れた

新たな社会知識共有基盤を実現し、社会実装することを目的とする。そのために、課題１：動
的データに基づく現実世界の状況推測手法の開発、課題２：SNS を利用した時間・場所を限定
した主観情報による新たな観光地の抽出とオープンデータ化手法の確立、課題３：動的・静的
データの自動オープンデータ化とフレームワークの策定・構築、課題４：個人属性情報に応じ
た必要情報の判別手法の開発、を各担当する研究者が相互に協力しながら研究を推進し、これ
らのデータを利活用するための最適なデータフレームを設計・構築し、将来的な社会実装に向
けて、社会知識基盤の構築および評価を行う。 

 
３．研究の方法 
 Web サイトからクローラを作成・利用し情報収集を継続的に行う。具体的には、滞在を示す
指標となる宿泊施設の予約情報と、移動を示す指標となる航空機の予約情報を継続的に収集し
た。得られる情報は具体的な数値が含まれる場合とそうでない場合の 2 パターン存在している。
また、e-コマースの特性上、複数のサイトに情報を提供しているため、対象サイトを限定し、
実データと比較することで、Web 空間に射影された情報と実世界の情報にどの程度の違いが発
生するかを県の統計データと比較検証を行い、推定手法の信頼性評価を行った。 
 また、クラウドセンシングとして主観情報共有アプリケーションを利用した市民参加型の観
光情報集約・抽出方法を提案していたが、アプリケーションの普及が想定していたものよりも
悪かったため、主観情報を収集・抽出するのではなく、大手キャリアと連携し位置情報から観
光客が集まりやすい場所を特定し、なぜ集まるのかという要因を明らかにするという手法に切
り替え情報分析を行った。 
 最後に得られた結果を可視化し、だれでも自由に閲覧・ダウンロードできるような情報共有
基盤を構築し、自動的に更新される仕組みを実装し長崎県が提供する長崎クラウド上に公開で
きるようにシステム設計を行った。 
 
４．研究成果 
（1） 宿泊施設の Web 予約データを 1 日 1 回収集し、分析用プラットフォームと、宿泊施設
の稼働率を推定するソフトウェアを開発した。また、長崎は代表者が提案した既存手法のまま
推定を行うと客室稼働率が高めにでてしまうという問題が明らかとなった。原因の一つとして
公開している宿泊プラン数が少ないことが考えられたため、得られた稼働率を補正するための
推定式を確立した。これは、長崎県がホテルに行っているアンケート調査結果をもとに確立し
たものである。今後公開されるデータによって推定稼働率の精度が左右されるという問題が明
らかとなったため、継続してデータの収集および精度の検証を行っていく必要がある。 
 
（2） 大手通信事業者と共同研究を結び、外国人観光客向けのフリーWi-Fi アクセスポイント
の利用サービスのログデータを、個人を特定できないが属性（国、性別、年代）が分かる形で
利用することができるようになった。これは、外国人観光客が日本に来たときに Wi-Fi を利用
することにより、どの時間にどの地点を通過したかを把握することができる。ただし、ログに
残るのは Wi-Fi で通信を行ったときであり、登録していても検知できない場合も存在する。そ



こで、ログデータによる観光客のユニークユーザ数と、長崎県が取得しているデータとの比較
を行い、ログデータから実態を推定する手法の確立を目指した。県のデータでは、中国からの
観光客が多いという結果であるが、ログデータでは、韓国からの観光客が最も多いという逆転
現象が起こることが明らかとなった。これは、中国人観光客の多くが団体旅行であり、観光客
が訪問する場所もすべて特定業者によってきめられていることから、Wi-Fi アクセスポイント
のないスポットが多いためログに検知されず、逆転現象を引き起こしていると推測された。そ
こで、この逆転現象を補完するための係数を設定し予測モデルの構築を行った。現在はより精
度を上げるため、そのモデルの有用性の評価のため継続的に情報収集と比較を行っている。 
  
（3） （1）（2）で得られた成果をもとに、観光客の動向を可視化し政策決定や意思決定に利
活用できる図 1 に示す情報基盤の構築および長崎県での社会実装を行った。まず、個人情報や
事業者名へ配慮し、長崎県内を 7 ブロックに分割して、ブロック毎の宿泊稼働率をグラフおよ
び表で表示する機能を実装した。次に、宿泊プランデータからブロック毎の平均料金を表示し、
事業者が価格設定する際の根拠データとして利活用できるようにグラフを表示する機能を実装
した。また、観光客の動向を把握するため、長崎県が主要観光客と位置付けている「中国」「韓
国」「香港」「台湾」の 4 か国と「日本人」「その他」を加えた六種類の月ごとの滞在数、連泊
数毎のユーザ数を算出し表に表示する機能を実装し、観光客の変動を把握できる機能を追加し
た。さらに、ブロック間毎の移動に関してもサンキーダイアグラムで表示する機能を追加した。
これらの機能を実装した情報基盤を長崎県が提供する官民協働クラウド上で 2019 年 3 月より
一般公開を開始した。 
宿泊予約サイトのデータは時々刻々と更新されるため、1 日 1 回の頻度でデータ収集を行っ

ている。集計・推定作業は短時間で行われるため、システム上のデータは日々更新される。ま
た、Wi-Fi アクセスポイントのログデータは大手キャリアからの提供データのため、集計作業
が必要となる。したがって、3 か月に 1 回程度の更新となるが、アンケート調査結果が公開さ
れるまでの期間と比較して、より素早く状況を把握できるという点が本システムの優位点の一
つとしてあげられる。 
 今後はこのシステムを維持しつつ、高齢者や障害者にも観光を楽しめるようなバリアフリー
マップなどといった情報を提示し、観光客の意思決定にも利活用できるような情報基盤として
の拡充を目指す予定である。 
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